
○白老町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例施行規

則 

昭和６０年１０月１日 

規則第２９号 

白老町重度心身障害者及び母子家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則（昭和

５３年規則第２８号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規則は、白老町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関す

る条例（昭和４８年条例第２８号。以下「条例」という。）の施行について必要な

事項を定めることを目的とする。 

（一部負担金） 

第１条の２ 条例第２条第５項の規定による一部負担金は次のとおりとする。 

(1) 受給者が３歳未満（３歳に達する日（誕生日の前日）の属する月の末日までの

期間を含む。）又はその属する世帯員全員（生計維持者を含む。）が町民税非課

税者の場合、初診時一部負担金については、医科診療に係るときは初診１件につ

き５８０円とし、歯科診療に係るときは初診１件につき５１０円とし、柔道整復

師に係るとき（乳幼児等医療給付事業を除く。）は初診１件につき２７０円とす

る。 

(2) 受給者が属する世帯員全員（生計維持者を含む。）が町民税非課税者の場合、 

基本利用料（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下

「法」という。）第７８条第４項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算

定した額に法第６７条第１項第１号に規定する割合を乗じて得た額をいう。）に

ついては、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号。

以下「令」という。）第１５条第３項第２号の規定により８，０００円を上限と

する。 

(3) 前２号に掲げる受給者以外の場合、法第６７条第１項第１号の規定の例により

算定した一部負担金に相当する額その他の同法に規定する後期高齢者医療被保険

者が同法の規定により負担すべき額（食事療養標準負担額及び生活療養標準負担

額を除く。）に相当する額から令第１４条の規定の例により算定した月間の高額

療養費に相当する額を控除した額とする。この場合において、同条第１項の月間



の高額療養費に相当する額の算定に係る高額療養費算定基準額は、令第１５条第

１項及び第２項の規定にかかわらず、５７，６００円とする。ただし、療養のあ

った月に属する世帯の受給者に対し、当該療養のあった月以前の１２月以内に既

に月間の高額療養費に相当する額が支給されている月数が３月以上ある場合につ

いては、４４，４００円とし、令第１４条第３項の高額療養費に相当する額の算

定に係る高額療養費算定基準額は、令第１５条第３項の規定にかかわらず１８，

０００円とする。 

２ 令第１４条の２の規定の例により、計算期間（毎年８月１日から翌年７月３１日

までの期間をいう。以下同じ。）の末日において、計算期間における前項の算定に

よる受給者負担額の合算が高額療養費算定基準額を超える場合は、年間の高額療養

費に相当する額を受給者に支給するものとする。この場合において、同条の年間の

高額療養費に相当する額の算定に係る高額療養費算定基準額は、令第１５条第８項

の規定により１４４，０００円とする。 

（一部負担金と基本利用料の合算） 

第１条の３ 前条第１項第３号の場合であって受給者が条例第２条第７項に規定する

基本利用料を負担した場合には、当該基本利用料を加算した額で算定するものとす

る。 

（所得の額等） 

第１条の４ 条例第３条第３号に規定する所得の額は、前年の所得（１月から７月ま

での分の医療に関する経費の助成については、前々年の所得とする。次項において

同じ。）とし、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第

２０７号）第８条第１項において準用する同令第２条第２項に定める額とする。 

２ 条例第３条第３号に規定する所得の範囲は、特別児童扶養手当等の支給に関する

法律施行令第８条第２項において準用する同令第４条の規定によるものとする。 

３ 条例第３条第３号に規定する所得の額の計算方法は、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律施行令第８条第３項において準用する同令第５条の規定によるものと

する。 

４ 条例第３条第４号に規定する所得の額は、前年の所得とし、児童扶養手当法施行

令（昭和３６年政令第４０５号）第２条の４第３項に定める額とする。 

５ 条例第３条第４号に規定する所得の範囲は、児童扶養手当法（昭和３６年法律第



２３８号）第９条第２項並びに同法施行令第２条の４第３項及び第３条第１項の規

定によるものとする。 

６ 条例第３条第４号に規定する所得の額の計算方法は、児童扶養手当法施行令第４

条第１項及び第２項の規定によるものとする。 

（受給者証の交付申請） 

第２条 医療費の助成を受けようとする者は、重度心身障害者医療費受給者証交付申

請書（様式第１号）又はひとり親家庭等医療費受給者証交付申請書（様式第２号）

を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 重度心身障害者医療に関する経費の助成を受けようとする者は、条例第２条第

１項第１号に規定する身障手帳又は同項第２号に規定する状態にあることが判定

若しくは診断された書類又は同項第３号に規定する精神保健手帳 

(2) ひとり親家庭等医療に関する経費の助成を受けようとする者は、現に児童を扶

養又は監護している事実を明らかにすることができる書類 

(3) 条例第３条第１項第３号又は同項第４号に規定する受給者又は配偶者若しく

は扶養義務者の所得の状況を明らかにする書類 

(4) 第１条の２第１号に規定する者（その属する世帯員全員が町民税非課税者に限

る。）にあっては、世帯全員が町民税非課税者であることを確認できる書類 

３ 町長は、前項の規定にかかわらず申請書に添付すべき書類の内容が公簿等によっ

て確認することができるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 

４ 町長は、第２項の規定にかかわらず、必要と認めるときは、他の書類を添付させ

ることができるものとする。 

（受給者証の交付及び通知） 

第３条 条例第６条第１項の規定により受給者であることを決定したときは、重度心

身障害者・ひとり親家庭等医療費受給者証受給者番号払出簿（様式第４号）により、

受給者番号を払い出すとともに重度心身障害者医療費受給者台帳（様式第５号の１）、

ひとり親家庭等医療費受給者台帳（様式第５号の２）に所定の事項を記載し、重度

心身障害者医療費受給者証（様式第６号）、ひとり親家庭等医療費受給者証（様式

第７号）を交付するものとする。 

２ 前条第１項の規定による申請書を審査し、その結果が条例第３条の規定に該当し



ないことを確認したときは、当該申請者に重度心身障害者・ひとり親家庭等医療費

受給者証交付申請却下通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

３ 第１項の受給者証は毎年更新するものとし、その期間は７月１日から同月３１日

までの間とする。ただし、町長が特に認めた場合は、この限りではない。 

（備付帳簿等） 

第４条 町長は、次の各号に掲げる帳簿を備えなければならない。 

(1) 重度心身障害者・ひとり親家庭等医療費受給者証受給者番号払出簿 

(2) 重度心身障害者・ひとり親家庭等医療費受給者台帳 

(3) 第三者行為等の返還等整理簿（様式第９号） 

（基本利用料の額等） 

第４条の２ 条例第４条第３項に規定する額及び計算方法並びに負担区分等は令第１

５条第３項（同項第２号に掲げる者については第１号を適用する。）に規定する額

とする。 

（医療費の支給申請） 

第５条 医療費の助成を受けようとする受給者又はその保護者は、重度心身障害者・

ひとり親家庭等医療費支給申請書（様式第１０号）に、次の各号に掲げる書類を添

えて町長に提出しなければならない。 

(1) 医療保険各法による被保険者証又は組合員証 

(2) 受給者証 

(3) 医療機関等において発行する領収書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請期間は、医療を受けた日の属する月の末日の翌日から起算して２年以

内とする。 

（支給の決定及び通知） 

第６条 前条の規定による申請書を受理したときは、審査の上支給額を決定し、重度

心身障害者・ひとり親家庭等医療費支給決定通知書（様式第１１号）により、当該

申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による審査の結果、助成の対象でないことを確認したときは、重度心

身障害者・ひとり親家庭等医療費助成申請却下通知書（様式第１２号）により申請

者に通知するものとする。 



（助成金の支払期日） 

第７条 前条第１項の規定により助成金を支払う旨決定した者に対しては、申請書を

受理した日の属する月の翌月の末日までに支払うものとする。 

（届出等の義務） 

第８条 受給者の氏名、住所又は加入している医療保険の種類等を変更したときは、

重度心身障害者・ひとり親家庭等医療費受給資格変更届（様式第１３号）により、

速やかに町長に届け出なければならない。 

２ 受給者証を破り、汚し、又は失ったときは、重度心身障害者・ひとり親家庭等医

療費受給者証再交付申請書（様式第１４号）を、速やかに町長に提出し再交付を受

けなければならない。 

３ 重度心身障害者、ひとり親家庭等医療費の助成事由が第三者の行為によって生じ

たものであるときは、第三者の行為による傷病届（様式第１５号）により速やかに

町長に届け出なければならない。 

（受給資格の喪失） 

第９条 受給者がその資格を失ったときは、重度心身障害者・ひとり親家庭等医療費

受給資格喪失届（様式第１３号）に受給者証を添えて速やかに町長に届け出なけれ

ばならない。 

（届出がない場合の受給事由の消滅の処理） 

第１０条 条例第９条の規定による届出がない場合においても現有公簿等により受給

者が条例第３条の規定に該当しなくなったこと又は死亡したことを確認したときは、

職権で受給事由の消滅の処理を行うことができる。 

２ 前項の場合において、受給者が条例第３条の規定に該当しなくなったときは、重

度心身障害者・ひとり親家庭等医療費受給事由消滅通知書（様式第１６号）により、

受給事由を消滅させられた者に通知しなければならない。 

（雑則） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年５月２３日規則第１２号） 

この規則は、平成元年６月１日から施行する。 



附 則（平成元年１１月３０日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年２月１５日規則第８号） 

この規則は、平成２年２月１日から施行する。 

附 則（平成６年１２月３０日規則第２１号） 

この規則は、平成７年１月１日から施行する。 

附 則（平成１６年１０月１日規則第１５号） 

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第１４号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２９日規則第２５号） 

この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２６日規則第５号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第９号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１０月１日規則第３３号） 

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月３０日規則第４１号） 

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２１年４月１日規則第１７号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月３０日規則第２２号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日規則第６号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年８月１日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年８月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この規則による改正後の白老町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成

に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規定は、この規則の施

行期日以降に発生した医療費について適用し、平成２９年７月３１日までに発生し

た医療費については、改正後の規則第１条の２第１項第３号中「５７，６００円」

を「４４，０００円」と、「１８，０００円」を「１２，０００円」と読み替える

ものとし、平成２９年８月１日から平成３０年７月３１日までに発生した医療費に

ついては、改正後の規則第１条の２第１項第３号中「１８，０００円」とあるのは

「１４，０００円」と読み替えるものとする。 

附 則（令和５年８月１日規則第２５号） 

この規則は、令和５年８月１日から施行する。 

附 則（令和５年１２月２８日規則第３５号） 

この規則は、令和６年１月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第２条関係） 

様式第４号（第３条関係） 

様式第５号の１（第３条関係） 

様式第５号の２（第３条関係） 

様式第６号（第３条関係） 

様式第７号（第３条関係） 

様式第８号（第３条関係） 

様式第９号（第４条関係） 

様式第１０号（第５条関係） 

様式第１１号（第６条関係） 

様式第１２号（第６条関係） 

様式第１３号（第８条、第９条関係） 

様式第１４号（第８条関係） 

様式第１５号（第８条関係） 

様式第１６号（第１０条関係） 

 


